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一 は じ め に

〔1)本稿は,労 働組合の統制処分における手続をめぐる判例 ・学説を整理 し,

この統制手続についての法理の構築に必要な論点を提示す ることを目的とする

ものである。

ところで,こ の統制手続の法理については,こ れまで十分な関心がよせ られ

てきたとはいえないエ,。統制処分に関 しては,主 として統制権の法的根拠およ

原稿受理日1983年11月4日

1)従 来の議論の一応の整理として,遠 藤昇三 「統制権行使の手続」ジュリスト増刊労
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び統制権の行使可能な範囲をめぐって議論されてきたといって よいだろう2〕。

しか し,統 制処分に関する判例をみると,統 制手続違反が問題とされた判例は

多数にのぼっている。また,組 合規約をみても,統 制手続に関する規定が未整

備である例が少なからず存在 し,統 制手続をめ ぐって法律問題が生起する蓋然

性は,依 然として高いものがあるといえよう3〕。 そして,今 日組合内部問題に

ついて組合民主主義という観点か らの見直しが強調されているが,こ の観点か

らしても,統 制手続についての法理を確立することは,重 要な課題であると思

われるの。

② さて,こ れまで統制手続について判例 ・学説上問題にされてきた論点は

多岐にわたっている。そして,こ れらの論点は,相 互に密接に関連していると

はいえ,や はりそれぞれ独自に検討すべき問題をはらんでいる。 そこで本稿で

は,と りあえず各論点ごとに考察をすすめていき,そ のことをつうじて統制手

続についての法理を確立する手掛りを探っていくことにしたい。

なお以下では,統 制手続をめ ぐる論点の うち,(i)統 制処分決定権限の所在,

(ii)決議機関の運営をめぐる問題および(1ii)被制裁者の弁明権をとりあげ,順

次検討 してい く。また統制手続に関する判例一覧表を付するが,本 稿では直接

とりあげていない判例 も含まれていることをあらか じめ断っておきたい。

二 統制処分の決定権限の所在

統制処分の決定権限がいかなる機関にあるかは,統 制手続の適正を確保する

うえで基本的に重要な問題である。これまで,こ の問題に関して議論されてきた

働法の争点38頁 以下(1979年),木 内隆司 「統制手続」現代労働法講座2r労 働組合』

236頁 以下(1980年)が ある。

2)現 代 労働法講座2所 収の統制権に関する諸論稿を参照。

3)拙 稿 「組合規約の実際と分析」日本労働法学会誌60号(1982年)42-43頁,組 合 規

約研究会`「組合規約の実証的研究」労働法律旬報1054号,1055号(1982年)参 照。

4)た とえば籾井常喜教授は,組 合民主主義貫徹の条件のひとつとして,「 組合員に対
.

す る制裁にあたっての公平かつ民主的な手続きの制度的保障」をあげている。同「組

合民主主義確立運動の意義と課題」労働法律旬報1033号(1981年)11-12頁 。なお,

浜 田冨士郎 「組合民主主義と団結自治」現代労働法講座2,82頁 以下参照。

、
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のは,(i)組 合規約に除名の決定権限にっいての定めを欠 く際,い かな る機関

を統制処分の決定機関と考えるのか,(ii)組 合規約上,統 制処分の決定機関

を執行機関や中間決議機関,調 査機関とすることが有効か,Qii)組 合規約上

の統制処分決定機関が,そ の決議により他の機関に統制処分権限を委譲できる

か,で ある5。

(i)の 組合規約に統制処分決定機関の定めを欠 く場合の除名の決定機 関につ

いては,学 説はこれを大会と考えているようである。 このような規約にっいて
'

「除名などは本来,組 合大会においてのみなしうることであり,ま た,そ れが

労働組合という団体として当然のことであるから,組 合大会においてなすこと

を予定するもの抑 と見なすべきとの主張に特段の異論 も提起されていないか

らである。

次に検討すべき(ii)の 問題である組合規約で統制処分の決定機関を犬会以'

外の機関とすることにっいては,統 制処分の種類と諸機関との組合せに対応 し

て多様な考え方がありうる。

まず,い かなる統制処分をいかなる機関の権限とすることも組合規約で自由

に定め うるとする考えがある。 この考え方にたつ①東洋陶器従組事件判決は,

「除名は重要な事項である。従って之れは総会の決議に依るのが相当であると

云うことは多くの説明を要しないけれども,そ れかと云って斯様な規約を無効

とする理由は認められない」(172頁)と している。 この考え方 は,規 約による

自治を相当程度重視 しているといえようη。

1こ れに対 し学説の多くは,ま ず決定機関の種類に着目し,意 思決定機関と執

行機関とを区別 して考えている。そして,統 制処分は 「組合の意思決定に基づ

5)統 制処分決定機関について,判 例上組合機関ではない会社,労 組,職 組の三者の協

議により除名したことを有効とした非常識といえる事例(② 明治鉱業平山炭坑労組

事件判決)も あるが,今 日改めて論ずる意味もないので考察の対象からはず してい

る。また,調 査機関については,そ の構成員の選出方法等により一律に論 じられず

興味深い論点も多いのであるが,紙 数の都合もあり別の機会に検討することにしたい。

6)石 井照久r新 版労働法(第 三版)』 弘文堂(1973年)319頁 。

7)こ の判旨に賛成する見解として,秋 田成就 「除名の手続」別冊ジュリス ト新版労働

判例百選(1967年)129頁,が ある。
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いてなさるべきものであるから,執 行機関を制裁の決定機関とすることは許さ

れない押 との見解が通説といえる。 ところが,大 会以外の意思決定機関(主

として念頭においているのは中間決議機関)を 統制処分決定機関とする場合につい

ては,除 名に関 しては若干の見解の相違が存する。

まず除名については組合の最高意思決定機関である大会の専決事項とする見

解は次のように述べる。「除名以外の制裁にあっては,組 合員たる資格を剥奪

するものではなく,制 裁を科す ことにょって,違 反行為の排除と是正を意図す

るものであり,慎 重性と並んで迅速性の要請もまたこれを是認しうるものであ

るから,制 裁権限を中間議決機関等に一任す る組合規約 も一応の合理性がある

と認めて差支えないであろう。 しかし,除 名の場合には,そ の者を組合外に放

逐する処分であるか ら,除 名処分に付さなければ団結を維持 し難いという組合

の集団意思に基づ くことが必要である9⊃。」

この見解に特徴的なのは,組 合運営上からする統制処分の迅速な処理という

要請と組合員の権利保護からする慎重性 という要請とを調和させようとしてい

ることである。一般的にみて,中 間決議機関10,もまた規約上意思決定機関と位

置づけられているのであり,私 も被制裁者に弁明権等の手続的保障が確保され

るのであれば,除 名以外の制裁処分権限を中間決議機関とする規約を無効とす

る必要はないと考える。

しかし,以 上の見解には,統 制処分の迅速な処理という点に着目して,次 の

ような異論が提起されている。「除名という場合,そ の反組合的言動が顕著で

8)外 尾健一 『労働団体法』筑摩書房(1975年)186頁 。同旨,山 本吉人 「労働組合の

組織と運営』総合労働研究所(1979年)252頁 等。なお,本 多淳亮 『ユニオン・ショ

ップの研究』有斐閣(1964年)384頁 は,「大会による再審の道が開かれている場合

にかぎり,暫 定措置として……決定を下すこと」を認めるが,こ の暫定措置にどの

ような効力を認めるのかは明らかでない。その点,執 行委員会の決定を,大 会への

原案とみる見解(石 井 ・前掲書319頁,石 井他 「労働法セミナー 組合活動と組合

員の地位 第5回 」ジュリスト48号(ig53年)39-40頁)の ほうがすっきりとして
いると思う。

9)外 尾 ・前掲書185頁。

10)中 間決議機関の意義にっいては,高 橋 洗 『日本的労資関係の研究』未来社(1965

年)151頁,『 労使関係法運用の実情及び問題点1』 日本労働協会(1967年)274

頁参照。
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あるか ら除名処分になるのであり,団 結防衛上,処 分について迅速性を要請さ

れるケースは他の処分よ一りも甚だしい場合が多いと思われる。放置 しておけば,

組合分裂にもなりかねないというような場合,組 合大会の議決なしに除名に踏

み切 らざるを得ないこともあろう。それゆえに事後に大会で追認を受けること

を条件に,大会より下の議決機関でも決定 し得ると解 したい11}。」この見解がい

かなる事態を想定しているかは必ず しも明示的ではないが,た とえば使用者の

息のかかったグループによる分裂工作の発覚等を念頭において考えるならば,

傾聴に値する見解であると思 う。

だが,私 は次に述べ る理由からやはり除名を大会の専決事項とする見解を支

持 したいと考える。私の見解では,除名以外の統制処分の権限を中間決議機関

に認める際にいわれている 「迅速性」とは,組 合分裂等の危機に対す る緊急な

対応 と異なる事態を念頭においていると思う。つまり,そ の 「迅速性」 とは,

除名に該当しない統制処分について招集困難な大会までは開催することなく済

ませようとする,む しろ運営の効率性という意味に力点をおいて理解すべきな

のである。この場合,い わば組合の団結全体が危機に瀕するという事態は必ず し

も想定する必要はないのである。そして,組 合分裂 というような団結全体の危

機を想定 し,そ れを一般化し,結 果として除名についての慎重性を後景におし

やるのは妥当ではないと考える12}。

さて,こ こでの第三の論点は,(iii)の 規約上の統制処分決定機関がその決

議により,他の機関にその処分決定権限を委譲できるかであった。この論点に関

しては二件の判例があり,い ずれも除名権限を執行委員会に委譲したことを無効

としている。たとえば⑪秋北乗合自動車労組事件判決は,ユ ニオン・ショップを締

結 している組合において制裁を大会の議決事項 としているのは,「 組合員の制

11)山 本 ・前掲書253頁。

12)た だし,こ のような緊急事態における組合の統制処分権限については別途検討を要

する事項である。たしかに組織防衛上の観点から考えて,通 常の手続きとは異なる,

緊急事態に対応しうる手続きによる統制処分を有効とする余地があると思われる。

もっとも,そ の場合でも除名までも認めることについては消極的に考えている。い
馳ずれにせよ

,今 後の検討課題である。なお,こ の問題について検討しているものと
しては,沼 田稲次郎 『団結権擁護論』勤草書房(1952年)223頁 がある。
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裁が,そ の死活に及ぼす影響極めて重大であるため,組 合の他の機関によら

ず,特 に……組合の最高決議機関であって,全 組合員をもって構成する大会の

専属議決事項とした趣旨と解するのが相当であって,組 合員の資格担保規定」

であり,「大会は,右 権限を他に委譲することは許されない」(498頁)と 述べ

ている。 この見解は,今 日,学 説上 も支持されることが多い塒。ただし,「 委

任が実質的にも妥当な理由があり,形 式的にも組合員の総意が反映で きた場

合」鋤という極めて限定された場合には,委 譲を有効とみる説もある。

また⑪は傍論ではあるが,「 組合規約において,… …組合大会 において議決

すべきものと定めているが,な お執行委員会に一任することができる旨の規定

の存する場合」(498-499頁)に は,除 名権限の執行委員会への委譲を有効 とし

ているが,学 説では否定的に解されている15}。

さて,以 上の検討を要約すれば,組 合の統制処分決定権限は,意 思決定機関

に属 し,執 行機関には存しないというのが,今 日の多数説であるといえよう。

そして私もまたこの多数説を支持したいと考える。労働組合は,構 成員の個性

が重視され,そ の団体としての行動も組合員の具体的な行動を通 じてのみなさ

れるという特質を有するのであり1①,統制処分のような重要な事項の決定権限

を意思決定機関に留保 しておくことは,労 働組合の特質に適合的であると考え

られるからである。,

13)外 尾 ・前掲書185頁,石 井 ・前掲書319頁,山 本 ・前掲書252頁,荒 木誠之 「労働

組合の内部統制」別冊法学セ ミナー基本法コンメ ンタール 『新版労働組合法』

(1978年)125頁 。

14)有 泉 亨 「組合員の加入 。脱退 ・除名」労働法大系1有 斐閣(1963年)272頁 。そ

の他反対説として柳川真佐夫他r全 訂判例労働法の研究(上 巻)』 労務行政研究所

(1959年)821頁 が あ る。

15)秋 田 ・前掲論文129頁 参照。なお,除 名以外の統制処分権限についての他機関への

委譲については,外 尾 ・前掲書186頁 が有効との見解を示 している。

16)外 尾 「労働組合の法的性格」現代労働法講座2,10頁,横 井芳弘 「労働組合の団体

性」季刊労働法69号(1968年)117頁 以下参照。
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三 統制処分決定機関

統制処分決定機関には,二 でみたように大会および中間決議機関等があるが,

ここでは大会のみをとりあげる。それは,従 来判例上問題となったのはすべて

大会にっいてであること,お よび中間決議機関については大会について検討 し

た内容を類推すれば一応足りると考えたからである。

また,大 会の運営をめ ぐる議論は,統 制手続の問題に限定されないのである

が,こ こでは統制手続に関係して議論されている大会の招集手続および決議方

法をめぐる問題にしぼって検討す ることにしたい。

〔1}大 会招集手続

大会の招集手続に関しては,(i)公 示期間および(ii)議 事の予告の二点 に

ついて順次検討することとする17}。

(i)公 示 期 間

大会の公示期間については,規 約の定めの有無に分けてみていく。まず,公

示期間の定めがあり,こ れを順守せずに開催された大会での決議の有効性を検

討する。 このような場合にっいて,公 示期間のもつ重要性に着目して原則とし
り

て決議を無効とするのが判例 ・学説の基本的な態度である18}。たとえば,組 合

規約に公示期間を大会開催の少なくとも三日前とされているのに反 して,十 数

時間余 しか公示期間がなかったという事例である⑲朝 日自動車事件判決は,公

示期間の意味について次のように述べている。「大会招集に際 しての時間的余

裕は,あ らか じめ示された議題についての被招集者の準備を完全たらしめ,そ

の充分なる検討を経た意見の開陳を保障するばかりでなく,そ もそも被招集者

に大会への出席の能否をも決定させ るべき重要な機能を営なむ ものである。」

(108頁)こ れは公示期間のもつ機能に関してほぱ妥当な見解といえよう。ただ

17)そ の他一部組合員を招集対象からはずして開催された大会での除名の効力(⑳ 大日

本塗料事件判決,⑳ 大昭和精版事件判決)が 判例上問題となった論点であるが,紙

数の都合から割愛せざるをえない。

18)外 尾 ・前掲書72頁 。判例としては,後 にみるもののほか,⑳ 大昭和精版事件判決

(85頁)が ある。



48 統制手続をめぐる法律問題

し,公 示期間を短縮した場合に,常 に大会決議を無効とする澱疵と考えるのか,

先にみた公示期間の機能が実質的に損われていない程度の短縮であれば,大 会

決議を有効と考えるのかといった点については,言 及されていない。

この点で,七 日間の公示期間を五日間に短縮した大会での除名決議を有効と

した⑧三井美唄労組事件判決が参考 となる。⑧では,G)公 示期間の短縮が短

期間にとどまること,(ii)処 罰事由となっている行為について一般組合員に

周知されていたこと,(iii)公 示日数の不足のため被制裁者等を含めた組合員

に対 し,不 利益を与えたと認めうる証拠がないこと,の 三点から,公 示期間に

関する手続違反を除名決議を無効とする程の重大な澱疵ではないとしたのであっ

た。

この判決は,し ばしば,除 名決議を無効とはしない程度の軽微な手続違反の

典型例として引用されている19。 しかし,考 えようによっては,七 日間 しかな

い公示期間を二 日間短縮することは,「わずかな短縮」とい うよりも 「相当程

度の短縮」ではなかろうか。そもそも,組 合規約に公示期間を七 日間と定めて

いるのは,公 示期間のもっ機能が果たされるためには当該組合において少な く

とも七日間要すると想定されているか らにほかならない。従って,公 示期間を
り

二 日間短縮するには相当の合理的理由を要すると考えるべ きであり,そ の判断

には慎重さが要求されよう。 このことは,大 会が除名の決議という組合員とし

ての地位の得喪にかかわる重要な事項を取り扱うときには,よ り一層妥当する

であろう。 この意味からすれば,被 制裁者等らが公示 日数の短縮により不利益

を受けたか否かという点に加えて,組 合側があえて公示日数を短縮すること自

体に合理的な理由を要求すべ きではないだろうか。 この点で,若 干事案が異な

るが,⑲ が公示期間を短縮する慣行 について次のように述べているのが参考に

なろう。「従来組合においては緊急を要する場合には(例 ・争議の妥結,闘 争指

令)必 ず しもこの時間的制限(注 ・公示期間のこと)に 従わなかったかのように窺

われるけれども,… …(事 柄の)性 質上大会に附さなければならない事項につ

いてまでこのような慣行があるとするならば,そ れは慣行が誤まっているので

19)た とえば,山 本・前掲書250頁参照。
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あって,誤 まった慣行の存在は,誤 謬を正当づけえない。けだし,組 合員の多

数,又 は特別多数の意思決定に必要な措置を犠牲にしてまで,大 会に付さなけ

ればならない事項を決定するほどの緊急性というものは,組 合民主主義の理念

から言っても容認 しえないのである」。(462頁)

つぎに,緊 急の場合に公示期間を短縮しうる旨の組合規約上の規定にっいて

検討 しておこう。このような規定について⑧は 「この緊急性の有無は,大 会の

議題それ自体が,緊 急に決定する必要とする事項なりや否やによって判断すべ

きもの」であり,「除名大会の早期開催を希望する空気が一般組合員の間に強

かったこと」や 「適当な日時の選定し難い事情」(91頁)等 の理由は,こ の緊

急性に該当しないとした。っまり,こ の緊急性 とは,除 名自体が緊急に決定 し

なければ組合の運営そのものに支障をきたす場合に限定されるとするのである。

この緊急性にっいての判断は,除 名を決議する際に必要な慎重性からみて妥当

な見解 といえる。

なお⑰旭川小型タクシー事件判決は,大 会の招集手続について組合規約に定

めのない場合に,従 来の慣行に従って二日前に公示したことを有効としている。

しかし,従 来の慣行が,す でに示 した公示期間の重要な機能を損うものなのか

否かの判断を要 したといえよう20,。一般的に言って,公 示期間の機能の重要性

か らして,規 約に公示期間にっいての定めのない場合にも,相 当期間の公示期

間のない大会での統制処分は無効 といってよいと思う。

(ii)議 事 予 告

大会の公示を内容面か ら考えるならば,最 低限の要請として,日 時,議 題を

必要とすると言えよう。この議事予告手続の暇疵が大きな要素となり,除 名が

無効とされた判例として,⑯ 大日本塗料事件判決を紹介することにしよう。⑯

では,組 合規約の大会附議事項として,運 動方針案等を意味する 「組合基本計

画」 とは区別 して,「 除名及び権利の停止」が規定され,か つ組合員の一般無

記名投票により議決されねばならないとされていることを前提として,除 名を

20)外 尾 ・前掲書72頁 は,こ の判決について 「招集手続きについての慣行に合理性があ

ると認めたうえでの判断というべきであろう」とされている。
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組合大会の附議事項とするためには,他 の附議事項と区別して必要な期間まで

告示 しなければならず,か つこの告示は,「 事柄の性質上,除 名の対象者を特

定 してなさなければならない」(68-69頁)と の解釈を示し,大 会当日配布され

た運動方針案中で初めて除名を提案したことについて,議 事予告手続に重大な

理疵があり,そ の他の事情も加えて,除 名を無効としたものである。

では,,議事予告の内容はどの程度要求されるのであろうか。私は,少 なくと

も統制処分を議題とする以上,原 則として当該統制処分について大会参加者が

可否判断可能な程度の内容をあらかじめ大会参加者にあきらかにすべ きである

と考える21,。

② 決 議 方 法

従来,大 会での決議方法をめぐっては,主 として,(D多 数決(単 純多数決

か特別多数決か),(ii)採 決方法,(iii)一 事不再理 および(iv)被 制裁者の

議決権について議論されてきた。ここでは,(i)(ii)に ついて検討すること

になる鋤。

(i)多 数 決

除名決議にっいて単純多数決でよいのか特別多数決を要するのかについて述

べている判例として①東洋陶器従組事件判決があるので,多 少長 くなるが引用

してみよう。「労働組合法が解散の場合にのみ規定したに拘らず除名の場合 と

何故規定 しなかったか,又 労働組合法より遅れた立法ではあるけども各種協同

組合法が除名については之を重要事項 として特別の定足数に依る決議を要求 し

て居り,労 働組合法はその前後に接着 して一部改正が行なわれたに拘らず何故

前示新立法に追随して同様な規定を加えなかったかである。惟うに労働組合の

設立存続は勿論その運営は組合自主乃至自治に委 し……除名を敢へて重要事項

2正)事案は異にするが,⑭ 大都工業事件判決は組合機関に 「除名事由等を周知徹底させ

る義務」があるという(63頁)。検討に値する考え方であると思う。

22)(iii),(iv)に ついては外尾 ・前掲書188一工89頁,木内・前掲論文244-246頁等参照。

(iii)をめぐる判例としては,⑩ 八幡製鉄労組 〔1〕事件判決,㊥ 日本液体運輸労組

事件判決があり,.(iv)については①東洋陶器従組事件判決⑳大都工業事件判決があ
る。なお,被 制裁者の議決権については,統 制手続の法理解明のうえで重要な意味

をもつと思われるが,今 後の検討課題としておきたい。
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がないとすうものではないが,去 りとて解散に比する程でもなく寧ろ組合の自

治に委す るのが相当であると見たか らであると解される。……以上のことか ら

三分の二以上或は四分の三以上多数決でなければならぬとも言い得ない。この

ことは各種協同組合法その他の新立法の規定を考慮に入れた場合も同様に結論

し得るところである。」(144-145頁)こ の判旨は,な かなかの説得力のあ るも

のであり,学 説にも 「労組法においては,各 種の協同組合法の場合と異なり,

除名についても特別の多数決によるべ きことを規牢 していないから,除 名処分

も含めて,制 裁決議は,自 主的な取り決めにより過半数か ら全会一致までの多

数決によることになる」23}とする説がある。 しかし,と くに除名について考える

と 「極端な場合,100票 対99票 と票数が分かれても,除 名をするとするものが過

半数だから議決は有効に成立 した見るのは,何 か釈然 としない ものがある」2の

のもまた事実である。 ここに,特 別多数決を要するとする説が提唱されれる理

由があると言ってよいだろう2%し かし,除 名の有効要件として特別多数決を

要求することは,事 実上技術的にも不可能と思われる。それは特別多数決といっ

て も多様であるからであり,そ してたとえば在籍組合員の過半数 という多数決

と出席組合員の三分の二以上という多数決とを比べてみても,い ずれが厳 しい

条件とも決し得ないからである。(大会の定足数が%,%,%で ある場合を比較し

てみれば明らかであろう。)こ のために特別多数決の最低条件 としての基準が確

定しえないのである。

そこで私は,原 則としていかなる多数決をとるかは組合の自主的決定と考え

ざるを得ないのである。ただし,当 該組合において.除 名以外の諸事項2の(労

23)外 尾・前掲書187頁。同旨荒木 ・前掲論文126頁,な お,有 泉博士は,「決議機関に

定足数の定めのない場合などに過半数で決定することは不当であるから,右 の過半数

は少なくとも実質的に組合員の過半数の同意を含むものと解するのが妥当であろう」

との留保を付されている。て同・前掲論文273頁)

24)本 多 ・前掲書386頁。

25)沼 田博士は,除 名には 「表明せられた意思が組合員の支配的な規範意識に支えら

れていること(三 分の二或は四分の三の多数)が 必要」とされる。沼田 ・前掲書

222頁。同旨,遠 藤 ・前掲論文39頁。三島宗彦 「労働組合についての諸問題」菊池

勇夫編r社 会法綜説(上)』 有斐閣(1959年)125-126頁 。

26)組 合規約の定める大会付議事項は,一 般運動方針以外の事項についてみると特別多
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働協約の締結・改廃 スト権確立,役 員の解任等)が 特別多数決を採用しているにも

かかわらず除名のみ単純多数決としているとか,あ るいは何 らの定めもしてい

ないという場合には,他 の事項 と同様の特別多数決を要すると解 したい。従っ

て,組 合規約にいかなる事項にっいても特別多数決の定めがない場合には,当'

該組合の除名以外の重要事項についての取扱いを手掛りとして判断すべ きもの

と考える。

(ii)採 決 方 法

ここでは採決方法をめぐる判例を概観することから検討にとりかかりたい。

この場合,採 決方法に関する規約の定めと異なる採決方法を採用 した事例と採

決方法に関して定めのない場合とに分けて検討するのが便宜である。

まず,規 約の定めと異なる採決方法による除名決議について,こ れまでの判

例はすべて無効としている。(⑬国際興業事件,⑯ 尾張交通労組事件,⑳ ⑳山梨

貸切自動車事件)2η。 このうちとくに,⑲ ⑳山梨貸切自動車事件判決は,組 合

規約に除名に関する採決方式を定める意義について傾聴に値す る見解を述べて

いるので引用 しておこう。r組合規約が統制処分に関する組合大会の採決方式

を組合大会の決定に委ねることなく,あ えて無記名投票によることとしたその

趣旨は,統 制処分の与える重大性にかんがみ採決における個々の代議員の自由

な意思決定を確保 し,も って,統 制処分の公正を期す ることにあるものと解さ

れる。従 って,右 採決方式に関する組合現約は統制権行使の手続上いわばその

根幹をなすものであって,組 合規約による正規の改正手続によらないで,右 採

決方式を規約による無記名投票以外の採決方式に変更することは,た とえそれ

が組合大会における出席代議員の全員一致の意見 と決議によるとして も許され

ず,そ れによる採決は手続上重大な暇疵があるものとして無効,と いうべきで

あ局。」

数決を採用 している場合が多い。

27)各 々,無 記名投票との規約の定めに反して,⑬ ⑯は挙手に,⑳ ⑳は起立に変更した

事例である。このうち⑬は,「後に開かれた組合大会において,先 の決議の有効な

ることを確認する旨の決議を したとしても,こ れにより先になされた無効な決議が

有効に転換 し,又 はその暇疵が治癒される根拠を見出し得ない」とする。



商 学 討 究 第34巻 第3号 53

これに対して,採 決方法について規約に定めを欠 く場合には,無 記名投票以

外の方法について も有効とされている。⑦名古屋交通労組事件判決では,「 一

般に会議における議案の採決の方法としては投票,賛 成者の起立,挙 手等の方

法によってなされることが多いであろうが,し かし決議の方法定足数等にっい

て当該会議体においで別段の定めがなされていない限り,他 の如何なる方法に

よるも許容される」として,一 般の大会での決議方法と,除 名の決議方法とを

全く区別することなく論じ,口 頭確認による決議を有効とした。また,③ 井関

農機労組事件判決でも,「組合規約中に大会の決議の方法について何等の規定

がない限り,大 会における多数決で定められた分離の方法(組 合員が席上賛否を

表明するために左右に分れる方法)で 組合員除名の決議をすることも公序良俗違反で

ない」 とされた。 さらに,⑳ 八幡製鉄労組 〔2〕事件判決で も,表 決につき無

記名投票を原則としつっ も,議 長が議場の承認を経て起立または挙手しうると

する規約があり,か つ統制処分の表決方法について特則のない場合,「 統制処

分の可否についての表決は無記名投票によることが最も望ましい」 と述べなが

らも,権 利停止処分を起立採決により決議 したことについて,手 続上違法では

ないとしている。

学説についてみると,無 記名投票が自由な意思決定を確保するために望しい

が,規 約にその定めない場合には,「会議体における意思決定の方法 として合

理的な方法」28,で よいとす るのが多数説である。 これに対 し,「組合執行部

の除名提案に対し除名反対の個人的意思を表明することは,秘 密投票でなけれ

ばかなり勇気の要する場合」29}があること等から,無 記名秘密投票を除名の有

効要件 とする説もある。

しかし,組 合規約もしくは慣行にしたがって無記名投票以外の方法で異議な

しに決議された除名をその採決方法だけを理由に直ちに無効 とすることは妥当

ではないと思われる。この場合に,異 議なく無記名投票以外の採決方法が用いら

28)石 井・前掲書320頁,同 旨外尾・前掲書187-188頁,有 泉・前掲論文273頁等。

29)本 多・前掲書387頁。その他無記名投票を要するとする説は,沼田・前掲書222頁,

石川吉右衛門r労 働組合法』有斐閣(1978年)113頁,遠 藤・前掲論文39頁等があ

る。
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れている以上,当 該大会参加者自身が自由意思にもとついて決議に参加 してい

ると考えざるをえないからである。ただし,被 制裁者ないし大会参加者が採決

方法に無記名投票を採用するよう要求した場合には,別 個の検討が可能ではな

いだろうか。 とくに被制裁者が公正な審判を受けるには,無 記名投票を必要と

考える場合,こ の被制裁者の意思は,公 正な審判を受ける権利の実質的確保の

一内容として法的に尊重されてよいと思う。それはやはり無記名投票が審判員

たる大会参加者の自由意思確保のもっとも合理的方法だからであり,か つ無記

名投票を実施することは,決 定機関にとって も通常さほど過大な負担とはなら

ないからである。

1

四 被制裁者の弁明権

〔1)、弁明権と手続的正義

統制処分の対象とされ,か つそれを不当と考える者にとって,自 らが弁明す

るに必要な機会が確保 されているか否かは決定的に重要な意味を有するといっ

てよいだろう。英米法において,私 的審判所DomesticTribunalの 懲戒手

続の違法性を争う準則として発達してきたいわゆるナチュラル ・ジャスティス

naturaljusticeの 原則の重要な内容も,被 制裁者の審判 にあたり弁明の機会

を与える・ところにある30}。わが国の学説において も,こ のいわゆる被制裁者の

弁明権は,組 合規約に明文の保障規定がなくても認められるべき権利とみるこ

とでは一致している。,

判例についてみると,当 初は規約に弁明権に関する規定のない場合において

「除名されるものに大会で一身上の弁明をする機会を与えることは望ましいこ

30)秋 田 「労働組合の内部問題の法理論的構成」 ジュ リス ト441号(工970年)179頁 。

下山瑛二 「DomesticTribunalに お けるNaturalJusticeの 原 則」法学雑誌

(大阪市大)7巻4号(1961年)30頁 によれば,自 然的正義の原則の二っの準則と

は,({)い か なる人も自己の争訟において裁判官となりえないものとする。(ii)両

者の言い分はきかれるものとする,な いし当然,い かなる当事者も聴問を うけずに

問責されることはない,そ してもし,当 事者のもつ聴問権が,現 実のものであるな

らば適当な時期に直面せねばならぬ事案を知 らされねばな らないものとされている。

また山口浩一郎 「労働組合における組合員の権利」東大社研編r基 本的人権5』 東

大出版会(1969年)449頁 を参照。
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とであるが,そ の機会を与えなかったからといって,そ の除名手続を無効とす

る条理があるとはいえない」(⑰ 旭川小型タクシー事件判決,114頁)と 判断

された。しかし,次 第に弁明権を重視する傾向に変化 してきているようである。

まず,⑳ 古河目尾労組事件判決は,権 利停止(3年)を 争 う事件であったが,

「明文の規定がなく文理解釈上疑義があるとしても,当 然その処分を受ける申

請人 らの出席を求めたうえ,提 訴の内容を告知 して十分弁明させ,弁 護の機会

を与えたうえで慎重に決定すべきものである」 との立場から,統 制規程中の統

制委員会が証人の要請があればこれに応ずるとの規定を解釈 し,「提訴がなさ

れた事実す ら知 らない被査問人が証人を要請して自己を弁護することはありえ

ないので,右 条項から類推 しても統制委員会としてはす くなくとも被査問人に

提訴の内容を告知して弁護の機会を与えるべきものと考えられる」 と判断した。

さらに,近 年では,弁 明権について組合規約に定めをする事案ではあるが,⑭

新産別全機金光洋電子工業支部事件判決は,次 のような注目すべき見解をしめして

いる。「組合の制裁としての除名は,組 合員としての資格を喪失せ しめるとい

う最も重い制裁であり,と くに本件のように,組 合 と会社との間にユニオン・

ショップ協定が存在するような場合には,同 時に会社の従業員たる地位をも剥

奪し,組合員の生活にも直接重大な支障を及ぼすものであるか ら組合員の権利

保護の建前からいって,そ の手続はとくに慎重になされなければならないのは

いうまでもな く,手 続について組合規約に明示の規定が存する場合は,こ れに

従わないことを正当とする特別の事情の存在 しない限り,必 ず これに従わなけ

ればならないことは勿論,組 合規約に明文の規定を欠 くときには,組 合員の集

団意思が十分に形成され,か つ,表 明される民主的な手続により,い や しくも

被除名者の権利を不当に侵害しないようになされるべきであり,も し,こ れに

違反 して除名処分が決議されたときは,そ の決議は無効であるといわなければ

ならない。そして,一 般に右にいう被除名者の権利を手続上保護するものの一

つ として被除名者の弁明権がある。」(717-718頁)こ の判決 によれば,一 応ユ

ニオン・ショップ協定の存する場合の除名に限定 してではあるが,規 約に明文

規定がなくとも弁明権は,被 制裁者に認められねばならない権利とされるにい
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たったのである31,。

従って,今 日では判例 ・学説ともに組合規約の有無にかかわ らず,手 続的正

義の内容として被制裁者の弁明権を承認しているといってよいだろう。この弁

明権の内容は,⑭ によれば,「組合員が除名処分を受ける場合には,当 該組合

員(被 除名者)に 対 して,除 名が決定される前に除名の事由を予め通知 し,除 名

が決定される会合に召喚し,防 禦のために十分弁 明する機会を与えること」

(718頁)で あるとされる。っまり,事 前通知と弁明の機会,こ れが弁明権の

中心的内容であるといってよいだろう32}。以下,こ の弁明権の内容について検

討 していきたい。.

② 通 知

被制裁者への事前の通知は,被 制裁者の弁明権行使の前提条件である。従っ

て,そ の通知内容は,単 に決定機関もしくは審査機関の形式的な開催通知であっ

てはならず,被 制裁者oい かなる行為がいかなる統制事由に該当するとされて

いるのかについて,相 当程度具体的に明らかにしなければな らないであろう。

この意味で除名を決議す る大会以前に,査 問委員長に被制裁者が約一時間調査

をうけていることをもって,形 式的な通知がな くとも被制裁者は審議の行なわ

れていたことを実質的に知 らなかったとは言えず,こ の点での手続違反はない

とす る⑭潜龍鉱労組事件判決は,弁 明権の内容として通知を理解していないも

のであり支持できない。

さて,被 制裁者への通知はいかなる方法によることを要するであろうか。 こ

の通知の方法にっいて争われた例 としては,@帝 都交通労組池袋ハ イヤー支部

31)小 笠原昭夫 「組合の統制と除名」別冊判例タイムズ5号 「労働訴訟の課題と展望」

(1977年)256頁,は この判例を契機に 「今や規約の定めにかかわりなく弁明の機会

を与えることを必要とすることを宣明した裁判例があらわれたわけで,『 自然的正

義』の重要な内容をなす公正な告知と聴問の手続の原則が,組 合の組合員に対する

制裁手続の分野でも要請されているとの認識が,広 く裁判実務に滲透する兆しを示

しているといってよいのではなかろうか」と述べている。

32)ち なみにアメ リカのig59年 ランドラム・グリフィン法第101条(a)(5)は(i)書 面 に

よる告発,(iD相 当な抗弁準備期間,(iii)十 分 かっ公正な審問を制裁の手続要

件としている。詳しくは安枝英諦 「アメリカ法における労働組合の懲戒権(二)」

同志社法学119号(1971年)83頁 以下参照。
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事件判決があげられる。 この事件では,統 制処分対象者が調査機関である懲罰

委員会の開催通知を書面にて請求 し,同 委員会がこれにこたえず,統 制処分対

象者欠席のまま同委員会を開催 したのだが,こ のことにより,同 委員会が弁明

の機会を与えていないといえるかが争点であった。⑳は開催通知の方法につい

ての規定 もなく,文 書によるとの慣例もないこと等を理由として,「 委員会開

催の通知を文書によってしなければならない理由」(63頁)は ないとした。

被制裁者への通知が弁明権行使の前提条件である以上,'こ の通知を書面で要

求することには一応の合理性が認められる。 しかし,組 合規約に通知方法にっ

き定めのない場合に,被 制裁者の書面による通知要求の拒否がただちに制裁処

分を無効とする手続上の鍛疵になるとはいえない。少なくとも被制裁者側は,

書面の通知がなかったため,自 己の弁明権行使が著 しく阻害されたことを立証

しなければならなかったといえよう。

結局,通 知方法は,組 合規約に定めのない場合,通 知内容が被制裁者に正確

に伝わりうるような合理的な方法でよいということになろう。

(3)弁 明の機会

被制裁者に弁明の機会を与えなかったり33,,あ るいは,与 えたとしても,除

名事由の一部についてだけである場合に鋤,統 制処分が無効 とされること,ま

た反対に,被 制裁者に弁明の意思のない場合には弁明権の放棄とみなされるこ

にっいては鋤,判 例 ・学説上異論はない。問題となるのは,実 際に弁明がなさ

れていないときに,そ れを弁明権の放棄とみるのか,あ るいは弁明の機会を与

えていない結果とみるのかをめぐってである。

(D弁 明権の行使と組合機関

ここで検討すべ き中心的問題は,弁 明権の行使にあた り,組 合の機関はどの

程度の配慮を要求されているのであろうかということである。初期の判例では,

組合規約に弁明権の定めがあって も,「大会においては,当 該組合員か ら請求

33)⑳ 日本ランコ事件,,⑳大昭和精版事件等。

34)⑳ ⑳山梨貸切自動車事件。
ことさ

35)⑫ 三石耐火煉瓦事件判決は,[故 らに(大 会の)出 席を拒むようなものは,本 人自

ら釈明の機会と表決の権利を放棄したものと見るべきである」と述べている。
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があったときは,こ れに対し弁疏の機会を与えなければならないし,み だりに

この機会を奪ってはならないが……請求がな くとも組合が進んでこの機会を与

えなければならないとする根拠はない」(⑧ 三井美唄労組事件判決(92頁))と

の見解がしめされていた。 これに対 し,近 年では,調 査機関では弁明にかかわ

る例であるが,か なり異なる見解が示されるに至っている。それは,⑩ 山梨貸

切 自動車事件高裁判決であり,統 制処分対象者が調査機関である査問委員会に

出席 した際,事 実の確認の終了後退席させられたことについて,「 事実上進ん

で弁明の発言をしえないわけではないけれども,査 問委員会が一つの会議体で

ある以上,そ の議長において議事を主宰 ・整理すべきことはいうまでもなく,

議長が被査問者に対 し弁明を求め,あ るいは弁明を許す旨を明らかにしない限

り弁明の機会を与えたことにならない」(282頁)と の見解を示 したのである。

曾日本ランコ事件判決が,組 合規約の 「処分を受ける者は処分決定前に弁明す

ることができる」 との規定の解釈において,「右規定は少 なくとも直ちに解雇

の結果を もたらす本件除名処分のような重大な処分の決定にあたっては単にそ

の文言のみから,尚 処分者の弁明をきくと否 とは組合側の自由であって組合は

その義務を負わない,と いうような安易な解釈は許されず,必 らず右処分機関

に対する事前の弁明をなさしめる義務あることを定めたものと解すべきである」

(12頁)と しているのも,⑳ の判旨と同様の文脈でとらえることができるであ

ろう。

さらに,よ り具体的な事例 として,⑭ 新産別全機金光洋電子工業支部事件判

決が参考になる。この⑭は統制処分対象者に弁明権の放棄があったか否かにつ
　 コ

いて,ω 統制処分対象者に弁明の意思があったか,回 弁明権を放棄したものと
ノ 　 　

解 される行為があったか,㈲ 組合に弁明の機会を与えようとする態度があった

か,の 三点か ら検討している。ω回 にっ いて組合側 は,統 制処分対象者が組

合大会当日,会 社正門前で支援者達15～16名 でスクラムを組み 「デモ行進をし

た」 ことを理由として,弁 明権を放棄したものとみなしたと主張していた。 こ

れに対し,判 決は,〔イ)については,統 制処分対象者が 「大会当日の午後,大

会が始まる前に副執行委員長に電話で大会で弁明させるよう要求 し,ま た大会
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開催中原告(注 ・統制処分対象者)は,会 社正門付近で,会 社側の非組合員に大

会出席のため構内に立ち入 らせるよう要求していた」(720頁)の であり,統 制

処分対象者に弁明の意欲があったとした。さらに(ロ}について も,統 制処分対象

者らが 「暴力を振ったり,実 力で会社構内に入ろうとしたことはなく,交 渉と

デモを くり返 していたにすぎない」(720頁)と して,統 制処分対象者 らの行為

をもって,弁 明権を放棄 したとみられてもやむをえない行為とはいえないとし

た。そして,前 記㈲については,「 何ら原告(注 ・統制処分対象者)に 大会で弁明

させるような努力をすることなしに原告を大会に出席させれば混乱するおそれが

あると即断 し,原 告を大会に出席させない旨決定 した組合執行部の態度はあま

りに軽率にすぎるもの」(721頁)で あり,か つ統制処分対象者に,大 会開催につ

き何 ら通知を していないのであって,結 局 「組合執行部は原告に弁明の機会を

与えることに当初か ら消極的」(721頁)で あったとした。⑭ は,(イX司㈲につい

て以上のように判断 し,統 制処分対象者が弁明権を放棄 したとの組合側の主張

をしりぞけたのであった。

以上を要約すれば,今 日では統制処分決定機関および審査機関には,被 制裁

者が弁明の意思を明示的に放棄している場合を除き,被 制裁者に弁明の機会を

与えるために相当程度の努力義務が課せ られているといってよいだろう36)。

(ii)調 査機関における弁明権

さて弁明の機会をめ ぐって,っ ぎに統制手続のいかなる段階で弁明が与えら

れねばな らないのかという論点を検討しよう。 この点にっいては,判 例 ・学説

をみると,三 つの見解が存している。

第一の見解は 「制裁決定機関における審議に際して行使されれば足りるので

あって,そ れ以前の手続の各段階のすべてにおいて認めなければならないとい

う趣旨のものではない」3ηとする。以下にみるように判例の多 くは,こ の立場

に立つと思われる。まず⑭潜龍鉱労組事件判決は,組 合規約に弁明権保障規定

36)も っとも,被 制裁者の弁明が 「個人的誹諺に終始し,弁 訴権の行使十分と判断され
て議長から退場を命ぜられた」という事例(⑳ 日本自動車運転士労組東京支部事件)

の場合等,こ の判断は微妙とならざるをえないだろうが。

37)外 尾 ・前掲書187頁。
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のない事例であるが 「原告除名を答申することを決定した第百五回代議員会に

おいて原告の出席を求めず弁解の機会を与へなかった点等において梢妥当を欠

く憾がないで もないが,結 局は最終決定機関である大会には原告の出席を求め

て弁明の機会を与えているので」(15頁)あ って,代 議員会で弁明の機会を与

えなかったとしても手続上違法があったとはいえないとした38}。

つぎに,組 合規約に弁明権保障規定のある場合をみるが,こ の弁明権保障規

定の多くは,「組合員は制裁処分をうける際に,事 前に弁明する権利を有す る」

というような抽象的 ・一般的規定である。従って,い かなる段階で弁明権を与

えねばならないかは,こ の規定の解釈問題となる。たとえば,⑨ 小野田セメン

ト阿哲工場労組仮処分抗告事件決定では,「 組合規約 において認められる弁明,

弁護の権利は除名決定機関である総会の議事以前の手続の各段階の総てにおい

て当該組合員に弁明させることを要求 しているとまでは解せ られない」(279頁)

　

としている。

また,弁 明権保障規定がある場合だが,⑨ とは逆に,調 査機関においてのみ

弁明の機会があったという事例として⑳東交労組三の輪支部事件判決がある。⑳は,

統制処分 「該当者に対 しては弁明の機会を与えなければならない」 との規定に

ついて 「右弁明は統制処分決定機関に対して直接なされることが,最 も右規定

の趣旨に合致する」 としたうえで,「調査機関による弁明の聴取が,処 分決定機

関による弁明聴取と同一視しうる」場合にのみ,処 分決定機関の弁明を省略で

きるとの見解を示 した。そして,「調査機関による弁明の聴取が,処 分決定機

関による直接の弁明聴取 と同一視 しうるためには,調 査機関による弁明聴取が
1最終的

で処分決定機関によるものはないことおよび統制処分該当事由が事前に

処分該当者に通知され,弁 明内容が相当程度詳細かっ正確に処分決定機関に提

示 され ることが必要である」(17594760頁)と した。

さらに,組 合規約に大会で弁明できる とある場合には,調 査委員会で弁明の

機会がなくとも手続上違法はないとした例として⑳上田鉱業(豊 前炭鉱労組)

事件判決をあげることができる。

38)同 旨の判決として⑳日本液体運輸労組事件判決がある'(119頁)。
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第二の見解は 「弁明の機会は審理のあらゆる段階を通じて与えられることは
コ 　 　 　 　 コ

必要でなく,決 定的な段階において与えられればよい」 とし,「何が決定的な

段階かは,そ れぞれの組合の事情によって異なる」39〕という。 この見解に近い

判例 として⑫大都工業事件判決がある。 この判決は 「弁明の機会は除名決定機

関およびそれ以前の手続の各段階を通 じて全体として実質的に保障」(64頁)

されればよいと述べる。

第三の見解によれば,「除名処分の対象とせられている組合員には,総 会 は

もとより,総 会にいたるまでの予備的な委員会において,弁 解なり抗弁なりを

行な うチャンスがあたえ られるべきである」40)と主張されている。 この見解に

明確に立つ判例はない。ただ し,⑳ 山梨貸切自動車事件地裁判決が,「 査問委

員会は会議の席上本人の弁明を聴取 しなければならない」 との規定について述

べるところが注目される。 この判決は,組 合側の 「組合大会で弁明の機会を付

与すれば査問手続に関する暇疵は治癒される」 との主張に対 して,「 査問委員

会における査問手続は統制処分の公正を確保 し 被処分者の権利,利 益を擁護

するうえで欠 くことのできないものであって,組 合大会で弁明の機会を付与 し

たとしても,こ れをもって,代 えることのできないものである」(298頁)と 述

べたのである。

以上を踏まえて,こ こで私見を述べてお くことにす る。私は制裁決定にいた

る手続の各段階において被制裁者に弁明権を認めねばならないと考える。まず

被制裁者が公正な審判を受けるためには,制 裁決定についての決議権を有する

決定機関の構成員に直接弁明する機会が与えられることは不可欠といえよう。

そして,調 査機関における弁明権の行使も被制裁者にとって極めて重要といえ

る。 それは,第 一 には,一 定規模以上の組合では大会だけでは除名決議をなす

に必要な実質的審議がなしえないか らである41,。そして第二には,決 定機関へ

39)有 泉 ・前掲論文272頁 。

40)沼 田 『社会法理論の総括』勤草書房(1975年)298頁 。同旨荒木 ・前掲論文105頁 。

本多 ・前掲書385頁,石 川 。前掲書113頁 等。

41)「 事実上,査 問委員会の結論は総会の票決に重大な影響を与える」(石 川 ・前掲書

113頁)や 「大勢として処分がほとんど確定 して しまった段階で申訳け程度にその
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の統制処分の提案は,十 分に調査されていなければならず,こ の調査には被制

裁者の弁明をきく機会が当然の要請して含まれていると考えるべきだからであ

る42㌔

この調査機関での弁明権は,組 合規約に弁明権行使の場が特定されていなく

とも,さ らに大会と特定されていたとしても,被 制裁者の請求のある限り,認

められねばならないと考える。

なお,調 査機関での結論に対し被制裁者が不当と考える以上,決 定機関の構
へ

成員に直接弁明しようとするのは当然であり,一 般に調査機関での弁明権の行

使によって も,な お決定機関での弁明権は被制裁者に留保 されているといえよ

つ43}o

五 むすびにかえて

これまで統制手続をめぐる問題を論点別に検討してきたのだが,こ こでそれ

らを総括 して お くことに しよ う。

判例を概観 して指摘できることは,全 体的傾向として,近 年統制手続にっい

て厳格な判断を示 しつつあるということである。これは,と くに大会での採決

方法および被制裁者の弁明権をめぐる判例に顕著であるといえよう。私は,こ

弁明をきくことは,弁 明権を与えた趣旨を失わしめるもの」(本 多 ・前掲書385頁)

との認識は正当であると考える。

42)調 査 の重要性を指摘するものとして遠藤 ・前掲前文39頁 。調査機関を経る手続を無

視 した除名決議は,判 例上手続上の暇疵を理由に無効とされている。⑮野上電鉄労

組事件判決,⑱ 神田運送事件判決,⑳ 東邦交通事件判決,⑳ ⑳同盟平野金属事件判

決,⑳ 阪南港運事件判決等多数ある。とくに,⑰ は被制裁者が脱退の意思を有 して

いても手続を履践すべきであるとしている。

43)そ の他,弁 明権の内容に関わって,弁 護人選任権が問題となったことがある。この

弁護人選任権については⑳大都工業事件判決は 「弁明権とともに統制処分の対象と

なった組合員の防禦の権利を担保し,当 該組合員の権利を担保 し,当 該組合員の権

利を擁護するとともに,統 制処分を公正ならしめるためにも必要なことであり,組

合規約上にその規定がない場合でも,合 理的理由なくみだりに右権利を剥奪するこ

とは許されない」が 「右の如き弁護人選任の権利は統制処分の審議に際 し右処分の

対象となった当該組合員から請求があったとき,こ れに対 し右権利を保障すれば足

りるのであって,組 合員からの請求の有無にかかわ らず組合が進んで右権利を与え
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のような傾向を生み出 している主たる要因の一っが,組 合多数派による少数派

抑圧の手段として統制処分が濫用 されていることにあると考えている44}。⑩山

梨貸切 自動車事件高裁判決は,い み じくも,「被控訴人は,… …除名処分の大会

決議当時控訴組合におけるいわゆる少数派となっていたものと推認すべきであ

る。 このような場合には,被 控訴人の権利擁護のため,こ れに対する統制処分

にっき組合規約の定める手続の履践は軽視しがたい意義をもつ ものといわなけ

ればならない」(370頁)と 指摘 しているのである。そして,こ のことは,統 制

手続をめぐる法理が,被 制裁者の権利にこそ重点をおいて構築されるべ きある

という方向を示唆していると思う。

本稿でも,こ の観点か ら組合規約の有無にかかわらず確保されるべき被制裁

者の権利を適宜指摘 しておいたのであるが,こ こでそれを整理 しておくことに

しよう。

(i)制 裁処分の決定は意思決定機関でなければな らない。また除名は大会

の専決事項である。

(ii)被 制裁者の公正な審判を受ける権利を確保するために,大 会は相当の

公示期間を要し,か つ大会参加者に制裁処分に関 して判断可能な資料を提供さ

れなければならない。

(iii)被 制裁者が要求する限り,制 裁処分の採決方法は無記名投票でなけ

ればならない。

(vi)被 制裁者は,統 制処分事由等にっいて合理的な方法で通知を受ける権

利を有す る。

(v)被 制裁者の弁明権は調査機関および決定機関の双方において行使 しう

るものとする。

以上の五点を被制裁者の権利の内容として提示したわけだが,こ れ らは現在

のところ試論の域を出るものではない。 これらの内容は,統 制手続の問題ごと

なければならないとする根拠はない」と述べている。

44)本 多 「団結権と統制権の再検討〈上〉〈下〉」労働法律旬報1033号,1035号(1981

年)参 照。
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に,被 制裁者の権利を確保す るため最低限必要と考えた内容を列挙 したにすぎ

ない。 したがって,被 制裁者の権利にっいてのいわば総論の本格的検討が本稿

に続 くべき課題であるといえよう醐。そして,こ の課題は,労 働組合の内部運

営を支配すべき手続的正義の原理の解明を不可欠としているのである。 このた

めには,従 来の労働組合の内部運営をめぐる議論,な かでも司法介入の根拠と

限界についての議論と統制手続の法理とがいかなる関係にあるのかが明らかに

されなければならないだろう4　}。 そして,統 制処分の目的と統制手続の目的と

の関係や統制事由および処分の量刑と統制手続との関係等もいまだ未解明の問

題として残されている。さらに,他 の法領域における手続法の原理が労働組合

の統制処分に関する法理にいかに適用されるべきか,あ るいは適用されるべき

でないのかという問題も重要な課題となるであろう。 この課題をめ ぐっては,

さしあたり憲法31条 以下の適法手続および刑事訴訟法上の諸原則4ηや司法審査

における行政手続法の原理等と労働組合の統制手続 との関連481を検討する必要

45)適 正手続の法的根拠が,労 働法学において十分な議論がなされていなかったととは,

しばしば指摘されているところである。木内 ・前掲論文237頁 。東京大学労働法研

究会r注 釈労働組合法 上巻』有斐閣(1980年)217頁,秋 田 ・前掲論文179頁 。

46)た とえば,秋 田教授は,裁 判所による組合規約それ自体の判断は 「原則的に規約の

合理的解釈の範囲にとどめるべきである」とされ,い わゆるナチュラル 。ジャステ

イスの原則についても 「せいぜい, .統制処分権の濫用があるかどうかの判断に際し
て考慮すべき一ファクターにとどめるべきであろう」と主張されている。(「組合内

部の紛争と司法救済」『新 ・実務民事訴訟法講座11労 働訴訟』 日本評論社(1982

年)288頁)今 後被制裁者の権利に重点をおいて議論する場合,こ のような指摘に

ついての検討が不可欠 となろう。

47)沼 田 ・前掲 『団結権擁護論』221頁 等,し ばしば指摘されている問題である。沼田

博士は 「国家と市民との関係が国家の階級性の故に真の全体と個人との関係たり得

ないのに対 して,組 合と組合員との関係においては,組 合が労働者階級の実践的課

題に真に答えうる組織である限りは具体的全体とその構成者との関係が実現されて

いる。この差異が除名理由や除名手続に関する規定の解釈に際してかえりみられね

ばなるまい」'と指摘されている。 しか し,一 般には 「労働組合内部の秩序維持を目

的とする統制手続において刑事裁判等の同程度の手続的厳格さを期待す ることは困

難であり,ま たそれほどの必要 もない」(@八 幡製鉄労組 〔2〕事件判決,826頁)

というような消極的対応にとどまっているといってよいだろう。

48)ア メ リカでは組合の制裁手続にっいての法理は,行 政手続の原理が大きな影響を与

えたといわれるのが注自されよう。ClydeW.Summers,陀gαZZεm``α εめπsoπ
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があると思われる。これらの課題については後日を期 したい。

ωπ`oπ(」おcεpZ加e,64HarvardlawReview1049(1951)p.1080.ま た,小

笠 原 ・前 掲 論文256-257頁 は,制 裁処 分 の司 法 審査 に つ いて 行 政 処 分 取 消 訴 訟 に お

け る裁 量 判 断 の 事 後 審 査 の方 法 を 参考 にす べ き と主 張 して い る。



〆

統制手続をめぐる法律問題

鰹
哩鰹

昨
鴇
擢
.
謳
照
艇
《遡罫焦嘔怪難Q認遡糊駆超櫓出騒遡罫伝細湘睡誕綴順《留細Q翼昨綱鷹理罫焦超櫓悠腿鯉細Q翼旺細麗理罫鉄超枳迷転遡罫無認遜製出躍碑K櫛1遡罫焦鯉罫焦.謳霞艇畑超紋総斑最匝Q揺蹄卿趣遡罫焦超櫓出腿超快出聴認騨製出理罫猟Q榔卿謹鰹,認遡製巡

肖
・

謹蝉謹(針目)剖母酵選(世冒)紹趣【粛遡(母。っ)引母慮理d・謹q・謹d・趣d・誕蔚煕誕d・謹d・趣d・鍾d・誕菅卿趣菅卿謹d・鍾静岬謹煕謹d・謹吋・趣菅卿護d・謹d。趣膏煕趣

㏄。。

あ門
㊤

蕾

昇爲トマリよ円蘇曜叡・。q〒円Φ頃歯昇。D目。。寺ふ一昧昭叡おのもゐ一蘇田枳9。q歯1⑩祠蘇昭叡NOマ。q志目照暇粗。。⑩OT早㎝円蘇聞独。。8T。qよ駅画叡トゆ頃占あ蘇面恕齢甲ゆあ蝋略枳HI〒。。蘇暇な8⑩もよ蘇曜叡。。cqOら占蘇喧粗。っ①寸-り1寸蝋田独の。。7。。1寸蝋曜枳

ゆ
ト
cq
I寸

謀

略

猟

。。
。。
ー。q

も

蝋

固

叡①。。頃占1㎝蘇画駅&9め∴蝋昭な。。肖。っマ珊∴曝面駅9丁丁州蘇田叡卜寸。qI卜細講叡営〒寸購購恕むN7。っ羅癒釈

oっ
円
.

卜

.

專

⑩
N
.

eq
一
.
oっ
可⑩㎝.①.oっ寸qD,卜.。っ寸の.ト.O寸Ooっ,oり.O寸①eq.◎っ.oD。っ

鷲
.
eq
円
.
㊤
◎っ

oO㎝

,

oD

,
oっ
oっ◎っ.9.eqoっ

Φ
円
.

①

.
eq
。OoDσq.eq.σqoっcqcq.oO.帽oっ

8

d
目
,
①
cq

寸
cq
,

eq
円
.
oOc
q可.O.。Ocqoっ.寸.ooeq一。○.一.oっ㏄①N,O.Φcq

コ
,

㏄
一
.
ゆc
q。つ目.9.のeq

O
eq
.
目

.
頃
eq

o⊃㏄

.

雲
.

薦

oD
円
.
eq

,
寸eqoDcq.eq州.oっcq

昇

匝

騒

ゼ扉曇悩嵌扉劉瑛朕出翠匿鯉昇枢懸懸曇阻軽出習聴輝昇漂麟K超曇帳桜昇硬ミ鯉昇碧圃桓岬扉曇ヨ藩尽昇繊迷剃趨罧壇略嵐爵帳桜昇枢紅田調虫望鴇枢瑠k曇田誕扉枢顛!「、漂匿鯉患枢ヨ阻姐㎎憾扉枢鵯眼和憩螂罵翼鯉圃相岬昇爵騒望出習ヨ阻扉罫員奪扉憩ヨ憲昇枢蝉麟署匿翠扉枢艇ノマ騨匿翠

騒

婁

黒

蟄

望誰枢憲Q川興独嶽隈如巽嘔煙粁田畑(σq)駆独騒轟輕く麗叡囲皿庭桓姻似9Q悩6研翻皿田癬蝦戦田愚-瓜へ鉢副ノマ三鯉累額姻似魑囲騒独議晦円㌫騨独懸羅撫罧團趣圃園紫※超陣川灘猟憐翻皿如照』「誕(一)粟類議郵輕く

鎚

娼

中

ミ

騒

駅

叡

啓

鰍

棟

川駆猟姻枢圃佃卿粟叡課H幡廉ム誌X宰田臨ノマ駆想曝H騨韻忘毫副鰹捻くHーセ纂独覇韻睡抹粟恕塒怒ヨ脚懇凝迎罫稟想鴫醒赴桜

⑬⑲⑬⑧㊨⑧②⑲◎⑨㊥⑭⑨㊥◎②◎◎㊦◎⑤㊥㊥㊥㊥

饗

命

賑
暉
Q
縣
嘉

蝉

赴

錦

66

艦

楓

-

屋

昇

ゆ

恒

認

9

鰹

昨

罹

握

O



67第34巻 第3号

 

究討学商

如嬰

Q

鯉駐

溢
・

d

↑

妄σ

謹

…

…

慨
・

謹

釦

嚢
ゆ

囎

Q

製

選

ト
き
m

瓜
・

λ

セ

q

q

…

…
菅

岬

趣

(
想

最姻足櫓出腿,遡罫焦

釦

怪蛭・趣

①
ゆ

占
O

二
升

独〒亨。っ山。っ蝋画叡

コ
.

9
.
ト
ゆ

①eq

.
一

.
O
ゆ

扉

翼

帳

桜昇調帳朕

器
枢
ー
斗
ヤ
く
燦
潭粟
猟
枢
蕪監韻③

③⑧

超

枳患

誌
,

理
罫

焦駅碑隆蘇i

d
・

趣穏口誕

cq

爲∴

∴
。。

蘇面

な。っ一マ。q・δ①㊨枳

卜
N
.
㏄

。

鴇=.9.蕊

昇

碧

聖

匿昇憩顧悩

糾

翻

皿

昼

餌

諜

ヨ駆叡癬期葦鰹粁田

⑧⑱

智
緬
e
輿昨

綱罵

^
・

趣

卜
トよ

。っ①

E

粗

O

.

頃

.
cqゆ

扉

曇

麟

望

躍

漣

彊

騒

⑱

鎌
較
蘇
縣
.
趣
串
沸網超楡出
鰭

d
・

纒岬趣

81

斜①

匠

釈頃。。ゐゆcq「昇独

ooe
q
.

9
.

齢Oeq.頃.齢

昇

碧

聴

輕昇曇謎《

簗

蜘

粁

田

望(羅嚥魚恩騒)⑧

⑧㊥

選
罫
焦理罫猟

d
・

誕(肝。う)判聖僑理

〇一
ト
ー亨

り
。q

蘇

面

枳O。。1爲。q穽釈

田
.

09

.
Oゆ⑩eq.◎っ,8

扉
枢
串
困
く
曇
帳
眠昇碧阻翠

謡
枢螺

H
序鯉壮来姻

鰹
細
寅糊

廉麗な期議粁田旧

⑱⑬

畢
燧
輔
Q
麺
岬
遜
鱗最匝Q佃蹄岬誕,鯉罫猟

d
・

趣

①寸

∴
。q㏄

【昇

猟

ト
㎝
.
N

.
O
頃

嵐

暴

遜

艇

懸

H

鴇

客

⑧

認
鰹
製
出

d
・

謹

。っ
。っ
ート

一
㏄

昇

な

ゆ
cq
.
eq
同
.
①
寸

出

硬

麟

叙

累

粗

擾

懸

晋

田

⑨

斑
枳
出
輯鰹蹄細驕遡罫鋲理罫焦

卿

謹q・謹d・鍾d・謹

卜
⑩1

。っ
の
。D

辰

恕馬1お二升叡。。1。○卜卜姻騨叡8ゐ円。◎㊧恕

目
。D

b

.
①
寸oD円.卜.昏oっ例.》.昏卜N.oっ.昏

影

避

騒

望昇暴篭=禰昇曇御謡姉穽枢三田曇阻羅

(
虫
鼠
騒)棊

枳
曄姻

㌫
肝囲

匝姻枢殴蝋桜nλ駆粁田(騨猟蟹悠橿姻)螺誤田円

⑧⑧⑧⑮

(
累
練
$
速
押
飼
恕)
理
罫
猟

四

謹

卜
①

己
。。
O

蛍

昇

ト
一
,
寸

.
⑩
督

扉

碧

帳

桜

謡
枢
渓桜

騨
叡昨懸製樹

翻
皿
粁
田

⑬

髪

命

顕
騨
Q
繕
嘉

蝉

註

櫛


